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新株式発行等に関する資金使途変更のお知らせ 

 
当社は、平成26年７月７日付「新株式発行及び株式売出しに関するお知らせ」及び平成26年７

月22日付「発行価格及び売出価格等の決定に関するお知らせ」並びに平成26年８月１日付「第三

者割当増資における発行株式数の確定に関するお知らせ」（以下、「本件公募増資」という。）

にて開示いたしました「調達資金の使途」（以下、「資金使途」という。）について、下記のと

おり変更することといたしましたので、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．変更の理由 

当社は、医療保険制度及び介護保険制度に基づき、精神疾患を持つ方が住み慣れた地域や家庭

で「安全・安心・快適」な生活を送ることができるよう、在宅療養や住環境サポートの支援を行

う「居宅サービス」を事業として取り組んでおります。  

その事業の一環として、精神疾患を持つ方が自立した生活をよりスムーズに行うことができる

よう、退院後の住居を紹介する賃貸事業に注力しております。平成26年１月及び４月に各々１棟

（計２棟）のワンルームマンションを自社で取得しており、空き部屋を斡旋する事業に取り組ん

でおります。 

住居の紹介を希望される方の増加に対応すべく、本件公募増資により調達した資金356,730千

円を賃貸用不動産物件の購入に充当する予定で、平成26年９月大阪府寝屋川市のワンルームマン

ションを47,209千円で購入しております。その後、残額309,521千円の範囲内で首都圏（東京都、

千葉県、埼玉県）を中心に物件を探して参りましたが、不動産価格の上昇もあり当社のニーズに

対応する候補物件が出てきていない状況であります。 

一方、主力事業である訪問看護事業において、人員計画を上回る看護師の確保ができているこ

ともあり、平成27年12月までに新規開設拠点を増やす予定となっております。 

また、売上の拡大により手許資金に余裕があり、金融機関からの借入金に依存する体質ではな

い状況にあります。 

このような状況であるため、本件公募増資による資金使途につきまして、一部変更を行うこと

といたしました。 

 

 

 



 

 

 

２．変更の内容 

本件公募増資にて開示しました資金使途の変更は以下のとおりです。 

【変更前】 

今回の公募増資及び第三者割当増資に係る手取概算額合計356,730千円について、全額を設備

資金（賃貸用不動産の取得資金）として平成26年12月までに250,000千円、残額を平成27年６月

までに充当する予定であります。 

 

【変更後】 

今回の公募増資及び第三者割当増資に係る手取概算額合計356,730千円について、47,209千円

を平成26年９月に設備資金（賃貸用不動産の取得資金）として充当しており、219,000千円を今

後の訪問看護の新規拠点開設費用（平成27年12月期（平成27年12月まで）39,000千円、平成28年

12月期（平成28年12月まで）180,000千円）、残額90,521千円を平成26年４月に購入した賃貸用

不動産の取得資金を用途とした金融機関の借入金の返済資金の一部として平成27年12月までに

充当する予定であります。 

 

３．業績への影響 

本件変更に伴う当社業績への影響は軽微であります。 

平成27年12月期の業績予想につきましては、平成27年８月７日付の「平成27年12月期 第２四

半期決算短信」の発表時に公表した業績予想から変更はありません。 

 

 

以上 


